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〔要　　　旨〕

台風や干ばつの常襲地帯である鹿児島県島
とう

嶼
しょ

部および沖縄県本島・離島において，さとう
きびは代替困難な基幹作物として重要な作物である。しかし，砂糖は内外価格差が大きいた
め，砂糖の価格調整制度により輸入糖と国内産糖の販売価格を同一水準にすることにより，
分みつ糖製糖工場の操業とさとうきび生産を維持している。
価格調整制度は，消費者による国際価格との差額負担と財政支出によって支えられている

ものであるため，生産コストの低減のための構造改善と不断の合理化努力が求められる。こ
れに応じ，農協では制度自体の効率的な運営に資するため，さとうきび生産者の代理人とし
て交付金事務に携わり，さらに，関連団体とともに農地集積や生産者の組織化と機械化を推
進し生産の効率化を図っている。
また，沖縄県の離島には 8つの含みつ糖（黒糖）工場がある。そのうち 5工場は農協が運

営するものであり，離島経済の根幹をなすさとうきび生産を維持するため地元行政および組
合員の負託に応え，その役割を発揮している。

鹿児島県島嶼部および沖縄県における
甘しゃ糖生産と農協の取組み
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となる分みつ糖（粗糖）のほか，小規模な

工場で製造が可能な含みつ糖（黒糖）が沖

縄県の離島を中心に製造・販売されている
（注2）
。

本稿は国内産糖のうち，甘しゃ糖生産に

ついての現状を，その制度と関係機関の役

割（とくに生産者団体である農協の取組み）

1　砂糖の生産状況

世界の砂糖消費量は年々増加しており，

2011砂糖年度
（注1）
では１億6,200万トンとなって

いる。これに対し世界の砂糖生産は，合計

で１億6,848万トンであり，主要生産国は，

ブラジル，インド，中国，タイ，オースト

ラリアなどである（第１図）。

一方，日本の砂糖総需要量は，１人当たり

消費量の減少により減少傾向にあり，2012

砂糖年度では203万トンになった。これに

対し供給は国内産糖69万トン，輸入粗糖が

134万トン（第２図，第１表）であり，主な

輸入先はタイとオーストラリアである。
（注 1） 砂糖年度とは，当該年の10月 1日から翌年
の 9月30日までの期間をいう。

（1）　国内産糖

国内産糖は北海道で生産されるてん菜糖

56万トン（2012砂糖年度，以下同じ），

鹿児島県島
とう

嶼
しょ

部と沖縄県で生産され

る甘しゃ糖12万トンである。

てん菜糖は原料糖15万トン（精製

糖企業へ販売）と白糖42万トン（食品

産業・消費者へ販売）に分かれ，甘し

ゃ糖12万トンは粗糖として精製糖企

業へ販売される。精製糖企業は18社

13工場があり，上記のてん菜原料糖

と甘しゃ糖に加え輸入糖134万トン

を原料にして精製糖を製造し，食品

産業や家庭向けに販売している（第

３図）。

また，甘しゃ糖では，精製糖原料
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第1図　主要各国の砂糖の生産量
 ─2013砂糖年度推定値─

ブ
ラ
ジ
ル

イ
ン
ド

中
国

E
U

（
主
要

か
国
）

タ
イ

米
国

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

日
本

原資料 Agra CEAS Consulting “WORLD SUGAR 
SUPPLY BALANCE AND POLICY TREND 
ANALYSIS, JUNE 2014”

出典 農畜産業振興機構HP，需給関係資料（14年6月報告）
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第2図　砂糖の供給量の推移

資料 農林水産省「砂糖及び異性化糖の需給見通し」
（注） SYとは，砂糖年度のことをいう。
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産されている。同地域は，気象条件（台風

や干ばつの影響を大きく受ける），地理的条

件（離島が多く，輸送手段が限られ，大消費

地からも遠い），土壌条件（腐植含量が少な

く，保水性が悪い等），などの条件から適作

が限られ
（注3）
，さとうきびが主要作物になって

いる。近年は，沖縄県伊江島にみられるよ

うにさとうきび栽培から花卉や葉たばこ，

に焦点をおいて整理するものである。
（注 2） 分みつ糖とは，製造工程で糖蜜を分離した
ものであり精製糖の原料（粗糖）になる。含み
つ糖は，糖蜜を分離せず，煮詰めて固形化した
もの（黒糖）である。

（2）　甘しゃ糖工場の立地

甘しゃ糖の原料となるさとうきびは，鹿

児島県島嶼部および沖縄県本島・離島で生
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資料 　農林水産省「砂糖及び異性化糖の需給見通し」
（注）1  　国内産糖生産量と輸入量の合計と総需要量の差は在庫変動である。

2  　国内産糖生産量には含みつ糖生産量を含む。
3  　総需要量は，分みつ糖消費量，含みつ糖消費量及び工業用等の合計である。
4  　05から10及び12砂糖年度における国内産糖生産量欄のてん菜糖の数値は，供給量の数値で
ある。

第1表　砂糖の需給
（単位　千トン）

第3図　砂糖・砂糖関連産業の概略
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８工場があり，このうちJAおきなわが運営

する工場が５工場を占める
（注4）
。

分みつ糖の2012砂糖年度生産実績は12万

トンであり，一方，含みつ糖の生産実績は

7.6千トンにとどまる。

製糖工場は与那国島や波照間島にまでお

よび，小さな離島の経済的な基盤となって

いる（第４図）。
（注 3） 清水（2004）
（注 4） 含みつ糖については鹿児島県島嶼部におい
ても，沖縄県よりもさらに小規模な生産が行わ
れているが，本稿においては沖縄県の含みつ糖
生産を対象にする。

繁殖牛経営などに多様化する動きがあるが，

そのなかにおいても輪作体系や耕畜連携に

欠かせない作物としてさとうきび栽培の重

要性は変わっていない。

さとうきびは収穫してできるだけ早く絞

らないと，糖度が下がり品質が劣化する。

そのために，さとうきびの生産地域の近く

に製糖工場が必要である。

製糖工場には分みつ糖工場と含みつ糖工

場がある。分みつ糖工場は鹿児島県島嶼部

に６社７工場，沖縄県に９社10工場がある。

また，含みつ糖工場は沖縄県の離島に４社

JAおきなわ（与那国）

JAおきなわ（粟国）

資料 筆者作成　　
（注） 　　　　 は含みつ糖（黒糖）工場。うち　　 はJA沖縄。JAおきなわ（小浜）波照間製糖
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額を基礎として砂糖年度ごとに農林水産大

臣が定めているものである。つまり効率的

な国内産糖製造販売コストに等しいもので

あり，いわば，国内産糖の再生産に必要な

基礎価格ということができる（2013砂糖年

度では153,200円/製品トンである）。

国内生産を維持するためには，国内産糖

製造コストを保障する必要がある。国内産

糖の販売価格と輸入糖の価格を同一水準に

調整することにより，国内産糖の販売価格

を砂糖調整基準価格より大幅に下げること

になるため，その結果コスト割れになる部

分について甘味資源作物生産者，製糖工場

にそれぞれに交付金（前者には甘味資源作物

交付金，後者には国内産糖交付金）を支出し，

再生産を維持する。

交付金原資を確保するために，輸入糖に

ついて調整金を徴収する。具体的には（独）

農畜産業振興機構が輸入申告者等からの申

し込みに応じて輸入指定糖を買い入れ，直

2　砂糖の価格調整制度

砂糖は内外価格差が大きいため（2012砂

糖年度の粗糖平均輸入価格48円/kgに対し，甘

しゃ糖製造コストは5.3倍，てん菜糖との比較
（注5）

では1.9倍の内外価格差がある），何もしなけ

れば国内の砂糖生産は存続できない。この

ため，輸入糖と国内産糖の精製糖企業に対

する売渡価格が同一となるよう調整する制

度（「砂糖及びでん粉の価格調整に関する法律」

による）により，国内産糖の生産を持続可

能なものとしている。
（注 5） てん菜糖との価格差倍率は，輸入糖を精製
糖にした場合の価格84円/kgとの比較である。

（1）　制度の概要

第５図のａ砂糖調整基準価格とは，甘味

資源作物が特に効率的に生産されている場

合の生産費の額と国内産糖が特に効率的に

製造されている場合の製造に要する費用の

第5図　砂糖の価格調整制度
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資料 日本分蜜糖工業会資料から作成
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ン当たり21,703円（5,383＋16,320）となる。
（注 6） 砂糖調整基準価格は，原料作物生産と原料
糖生産が「特に効率的」に行われているケース
を基準に算出されたものであるため，同価格を
基準に算出された調整金のみでは，条件不利地
域の製造コストまでは賄えない。このため，調
整金のほかに国費が投入され，調整金と国費を
合わせて交付金原資にしている。

 　機構売戻価格の求め方は第 6図のとおりである。

（注 7：原料代計算式の説明）
 　原料代＝ 機構売戻価格（当該砂糖年度第 2四半

期の機構売戻価格）×分配比率（0.48）×
糖度％×回収率（0.86）×消費税（1.08）

 　粗糖の販売価格は機構売戻価格と同水準とな
る。分配率とは，販売価格のうち原料相当部分
（さとうきび生産者へ分配）と製糖工場への分配
の割合をあらかじめ決めたものである。

  さとうきび 1トンから得られる粗糖は，回収率
0.86を掛け（絞りかす部分を除くため），次に糖
度を掛け算することによって求められる。例え
ば，糖度13.7％のさとうきび 1トンから生産され
る粗糖は，1,000×0.86×0.137＝117.8kgと計算さ
れる。この場合，粗糖1トンを製造するためには，
さとうきびが1000÷117.8＝8.5トン必要である。

  したがって，粗糖1トンの価格からさとうきび
原料 1トン分の原料代（消費税抜き）を求める
には，

 
　粗糖価格×分配率÷（ 1000 ）  1000×0.86×糖度

 
　＝粗糖価格×分配率÷

 1

  0.86×糖度

ちに機構売戻価格で売り戻す方式（瞬間タ

ッチ方式）で売買を行い，売買差額を徴収

する。この売買差額を調整金という。

調整金総額で交付金総額の大半を確保で

きるよう制度設計がされている。すなわち，

ａ砂糖調整基準価格（2013砂糖年度では

153,200円）からｂ平均輸入価格（14年１～３

月では49,920円）を引いた額に砂糖推定自給

率（指定糖調整率：2013砂糖年度では37％）を

掛けて算出される額を平均輸入価格に足し

た額をｃ機構売戻価格（14年１～３月では

88,134円）として設定することによって，調

整金で交付金総額の大半を得られるのであ

る
（注6）
。

分みつ糖製糖企業は，粗糖の販売代金と

して機構売戻価格と同水準の販売代金を精

製糖企業から受け取り，別途国内産糖交付

金を（独）農畜産業振興機構から受け取る。

さとうきび生産者は，分みつ糖製糖企業

からさとうきび販売代金（原料代）を受け

取り，別途甘味資源作物交付金を（独）農畜

産業振興機構から受け取る。トン当たりの

原料代は機構売戻価格（当該砂糖年度第２四

半期の機構売戻価格）×分配比率（0.48）×

糖度％×回収率（0.86）×消費税（1.08）で

求められた額である
（注7）
。例えば，この計算式

で算出された2013砂糖年度の糖度13.7％の

さとうきび原料代は消費税増税後でトン当

たり5,383円（88,134×0.48×13.7％×0.86×1.08）

である。後述のとおり糖度13.7％のさとう

きびの甘味資源作物交付金単価は16,320円

であるため，2013砂糖年度４月以降の農家

手取り（原料代＋交付金）はさとうきび１ト

第6図　機構売戻価格の求め方

〈図の説明〉
輸入糖・国内産糖の糖価を調整するための条件としては，
（R－A）・X=（A－B）・Ｙ
従って（X＋Y）・A=R・X＋B・Ｙ
　　　X＋Y=TとするとT・A=R・X＋B・（T－X）
∴A=B＋（R－B）・X／T
即ち，A=平均輸入価格＋（砂糖調整基準価格－平均輸入価格）
 ×指定糖調整率（自給率）　　　

砂糖調整基準価格
（R）2012SY 153,200円/トン

甘味資源作物・
国内産糖交付金

輸入指定糖の数量（Y）国内産糖の数量（X）

（A－B）・Ｙ

（R－A）・X

国　費

市価（売戻価格）（A）

平均輸入価格（B）
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のは81億円（鹿児島県：33億円，沖縄県：49

億円）であった。
（注 8） 甘味資源作物交付金の交付金単価は，品質
格差として糖度ごとに基準糖度帯（13.1～14.3％： 
16,320円/トン）を除き，基準糖度を0.1度上回る
ごとに100円加算，下回るごとに100円減算する。

（3）　日豪EPA交渉における砂糖分野の

合意内容とその影響

14年４月に合意された日豪EPAで，砂糖

分野においては，高糖度粗糖（糖度98.5％以

上99.3％未満）について精製糖製造用に限っ

て一般粗糖（糖度98.5％未満）と同様に関税

を無税とし，調整金水準は糖度に応じた水

準に設定される見込みになった。

この合意により，豪州産粗糖の輸入がタ

イ産等を代替することにより拡大すること

が見込まれるが，輸入粗糖については引き

続き需給調整（一定数量を超える輸入には２

次調整金を付加）を実施するため，国内産糖

の生産には影響しない，とみられる。

（4）　制度における農協の役割

甘味資源作物交付金は上述のとおり，持

続可能なさとうきび生産を支援するための

ものである。

交付金の対象要件は，

① ：認定農業者，特定農業団体（法人格

を持たない任意組織としての集落営農組

織のうち，経営主体として実態を有する

団体）またはこれと同様の要件を満た

す組織

② ：収穫面積
（注9）
の合計が１ha以上である生

産者（法人を含む）および収穫面積の合

 　＝ 粗糖価格（機構売戻価格）×分配率×0.86×
糖度

 という計算式で算出することができる。

（2）　甘味資源作物交付金と国内産糖

交付金

農林水産省は，原料作物の生産費につい

て毎年調査を行い，この結果を基に支援の

水準を算定し，毎年12月に甘味資源作物交

付金単価を告示する。甘味資源作物交付金

単価はさとうきび１トン当たりの額で糖度

ごとに設定されている。2013年砂糖年度の

基準糖度帯（13.1～14.3％）の交付金単価は

16,320円である
（注8）
。

同様に，農林水産省は甘しゃ糖の製造経

費について工場ごとに毎年調査し，毎年９

月に今後１年間の国内産糖交付金単価を告

示する。国内産糖交付金は，工場の立地ご

とに製造経費率が異なるため島ごとに交付

金単価が定められている。ちなみに2013年

砂糖年度の「さとうきびを原料として製造

される国内産糖」の国内産糖交付金単価は

粗糖１トン当たり鹿児島県徳之島において

は49,521円であるが，沖縄県北大東島にお

いて製造されるものについては130,061円

である。

いずれの交付金も，１年間は一定である

ため，計画的にコストを引き下げることが

できた場合にはその分所得が増えることに

なり，合理化努力を促すことになる。

なお，2013事業年度の甘味資源作物（さ

とうきび）交付金交付実績は177億円（鹿児

島県：76億円，沖縄県：101億円），国内産糖

交付金のうち甘しゃ糖製糖企業に対するも
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［対象要件審査申請手続き］

毎年７月１日～９月30日の間に，上記対

象要件に合致するか否かの審査のために，

生産者ごとに生産者情報（認定農業者であ

るかどうか，生産組合加入状況，組織加入状況

など）や，圃場情報（圃場ごとの面積，所有

区分，受委託の状況，土地基盤整備，かんがい

用水整備状況など）を確認のうえ，生産者要

件審査申請書を作成し（独）農畜産業振興

機構（機構）あてに申請する。

［交付金交付申請手続き］

さとうきび収穫期間中（12月～５月上旬）

に交付金の交付を受ける場合，一定期間（10

日）ごとの売渡し実績を取りまとめ機構あ

てに交付申請を行い，機構は７営業日に申

請額の９割を限度として概算払いを行う。

また，地域におけるさとうきびの受け渡し

終了後，精算払い請求を行い，機構は交付

金の対象要件を満たしていることを

確認し，精算払いを行う。現状にお

いては，すべての生産者が農協を代

理人としているので，機構からの交

付金支払いは一括して農協に振り込

まれ，農協が個々の生産者に振り分

ける事務を担っている。

［原料代の受け渡し］

さとうきびの売り渡し，およびそ

の代金の決済も農協を通じて行われ

る。製糖企業（分みつ糖工場）は原料

の搬入からおおむね10日以内に代金

を農協経由で支払うが，この場合も

農協（一部地域では経済連経由）に一

括して振り込み，農協が個々の生産

計が4.5ha以上である協業組織

③ ：収穫作業面積の合計が4.5ha以上であ

る共同利用組織の構成員

④ ：①・②の生産者または収穫作業面積

の合計が4.5ha以上である受託組織・サ

ービス事業体に基幹作業（耕起・整地，

株出管理，植付け，防除，中耕培土，収

穫作業のうちいずれか１作業）を委託し

ている者

である。

交付金を受けるためには，対象要件審査

申請手続きと交付金交付申請手続きが必要

であり，いずれの手続きも農協等が代理人

となって申請の取りまとめを行うことがで

き，現状においてはすべての生産者（鹿児

島県8,851戸，沖縄県16,443戸〈うち，分みつ

15,415戸，含みつ1,028戸〉：12年）が農協を代

理人として申請を行っている（第７図）。

第7図　交付金を受けるための手続き（代理人に委任する場合）

取りまとめ・提出

対象生産者コードの通知

（7月1日～9月30日）
対象要件審査申請

当年産登録
完了の通知
（対象生産者
コードの通知）

（対象要件審査申請手続き）

交付金の振込 交付金の交付

品代の振込

さとうきびの売渡し

品代の
支払い

交付申請

（交付金交付申請手続き）

生
産
者

農
畜
産
業
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興
機
構
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理
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農
協
等
）
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産
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農
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構
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資料 筆者作成 

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp



農林金融2014・9
25 - 575

トン（鹿児島県43万トン，沖縄県68万トン）

と，過去最低だった2011砂糖年度産よりは

やや増加したものの，病害虫の発生や８月

下旬からの度重なる台風被害により，２年

連続の不作となった。2013砂糖年度産につ

いては回復傾向がみられるもの，地域によ

っては干ばつや台風の影響が大きく，依然

として低い水準にとどまっている（第８図）。

（1）　生産段階での農協の役割

さとうきび生産は，多くの関係機関の機

者に代金を振り分けている。

なお，原料代の生産者への振り込みに合

わせ，農協では交付金相当について立て替

え払いを行い，生産者からの早期さとうき

び代金支払の要望に応えている。

以上にみたとおり，制度の効率的な運営

には農協の機能発揮が欠かせない，といえ

よう。
（注 9） 収穫面積は，作付面積（収穫部分に限る）
と収穫作業の受託面積の合計から作業面積の委
託面積を引いた面積である。

3　さとうきびの生産

台風や干ばつの常襲地帯である鹿児島県

島嶼部および沖縄県本島・離島において，

さとうきびは代替困難な基幹作物として重

要な作物である。これらの地域におけるさ

とうきび生産は，栽培農家数でそれぞれ，

60％，76％，また，栽培面積の過半，さらに

農業産出額で３割を占めている（第２表）。

2012砂糖年度のさとうきび生産は111万

栽培農家
（戸）

栽培面積
（ha）

農業産出額
（億円）

鹿児島県
南西諸島 8,851（60%） 11,600（49%） 96（34%）

沖縄県 16,443（76%） 18,600（62%） 146（30%）
資料 　鹿児島県農林水産統計年報，熊毛地域の農業の動
向，奄美水産業の動向，沖縄県農林水産統計年報

（注）1  　栽培農家の（　）値は，鹿児島県市町村調べの農
家数に占める割合，沖縄県については農林業センサス
（2000）の農家数に占める割合。
2  　栽培面積は，作物統計の数値（当該年産収穫面積＋
次年度夏植面積）。

3  　鹿児島県の農業産出額は11年度。（　）値は，耕種
部門に占める割合。

第2表　さとうきびの位置づけ（2012年）
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第8図　さとうきびの生産の推移
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が使えない地域の「手刈り」作業の依頼に

応じている。

（2）　生産効率化の取組み

さとうきび生産の維持拡大を図るには，

農地集積による生産規模の拡大や農作業受

託組織の活用ならびに機械化一貫体系の導

入による省力化などが課題になる。

生産農家は，鹿児島沖縄両県ともで減少

を続けているが，１戸当たり平均面積はそ

れぞれ1.3ha，1.1haと小規模であり，今後は

生産者の高齢化等に伴う農地の賃貸借（あ

るいは売買）による集積がさらに進むもの

とみられる。

また，集積による規模拡大や生産者の高

齢化あるいは兼業や複合経営の進展に伴い，

農作業委託による機械化がさらに進むであ

ろう。鹿児島県では11年現在で総収穫面積

のうち，ハーベスタ等による機械収穫面積

が88.5％に至り，沖縄でも12年現在で55.0％

まで機械化率が上昇している（第３表）。

［種子島農業公社の取組み］

生産効率化の具体例として，公益財団法

人種子島農業公社の取組みは，以下のとお

りである。

種子島農業公社は，中種子町，南種子町，

JA種子屋久を出捐団体として，1995年に設

立された。その事業内容は，農作業受委託

と農地利用集積である。農作業受託事業は，

高齢農家・兼業農家および野菜・花卉等と

の複合経営農家の作業負担を軽減すること

により基幹作目の面積維持と所得向上を図

ることを目的とし，農地集積は認定農業者

能発揮によって成り立っている。

生産性を向上させるための品種開発・育

成は，農研機構九州沖縄農業研究センター

や沖縄県農業研究センターが担い，原原種

種苗は（独）種苗管理センター（鹿児島農場・

沖縄農場）で生産している。また，鹿児島県

農業開発総合センターでは，北限さとうき

びの品種選定と省力・低コスト・高品質生

産技術の開発に取り組んでいる。このよう

な関係機関の取組みの成果を効率的な生産

に活用するため，農協等において営農指導

や講習会が実施されている。

［JA種子屋久の取組み］

例えば，JA種子屋久（鹿児島県種子島）で

は，営農指導事業としてさとうきび農家へ

の栽培指導を実施するほか，①各市町村単

位のさとうきび生産農家で構成する生産振

興会の活動を支援し，②交付金申請に必要

なさとうきび面積調査や，操業期間を決定

する重要な調査である生産見込み調査を関

係機関と連携して実施，さらに，③効率的

な集出荷のためにJAシステムに蓄積され

た過去５年間の生産者の単収実績を踏まえ

割当数量を決定し，出荷調整を行っている。

［JAおきなわの取組み］

また，JAおきなわでも同様の取組みを実

施しているほか，製糖企業と連携して無脱

葉収穫請負班を編成し，「人手が足りない」

「収穫が間に合わない」という農家へ無脱

葉収穫請負班を派遣するなどの取組みもな

されている。具体的には，さとうきび収穫

期に臨時雇用によって収穫請負のグループ

（250人規模，60班編成）を組織し，収穫機械
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整の必要から，種子島と同様に他の受託組

織（農業生産法人，機械銀行，開発組合，機械

所有の大口農家）の窓口機能も担っている。

このような取組みにより実質的な構造改

善が進み，さとうきび生産の体質強化につ

ながるものと期待される。

4　含みつ糖（黒糖）の生産

（1）　概要

含みつ糖は，沖縄県において生産規模が

小さい８つの離島で生産されており，2012

砂糖年度の産糖量は7,627トンである（第５，

６表）。もともと沖縄の糖業は，少ない資本

投下のもとでの黒糖生産が主体だっ

たが，1959年に日本政府が「国内甘

味資源の自給力強化総合対策」を策

定した以降は，原料処理能力が大き

い大型分みつ糖工場が次々と設立さ

れ，さとうきびの十分な確保が見込

めない離島を除き，分みつ糖生産中

心に切り替わっていったのであ
　（注10）
る。

含みつ糖は分みつ糖と異なり商品

等への集積による効率的な農業生産を目指

すものである。

農作業受託組織は農業公社のほかに，さ

とうきび利用組合，農業機械銀行などが，

中種子町に34組織，南種子町に13組織ある

が，農業公社が窓口となり作業実施区域を

割り振り，作業機械の移動ロスを解消する

など効率的な運営が可能となるよう運営さ

れている。各作業の受託料は第４表のとお

りである。 

［JAおきなわの取組み］

また，JAおきなわでは，支店自体が機械

作業を受託するほか，収穫機械受委託につ

いては作業の効率化や製糖工場への出荷調

99SY 01 03 05 07 08 09 10 11

鹿
児
島
県

総収穫面積 9,327 9,376 9,885 8,749 9,378 9,762 10,283 10,465 10,326
うち 機械（ハーベスタ等）
による収穫面積 4,958 5,680 6,819 5,548 7,300 7,476 8,449 9,112 9,142

機械収穫率 53.2 60.6 69.0 63.4 77.8 76.6 82.2 87.1 88.5

沖
縄
県

総収穫面積 13,485 13,393 13,959 12,485 12,659 12,406 12,747 12,761 12,289
うち 機械（ハーベスタ等）
による収穫面積 4,091 4,393 5,322 4,392 5,146 5,292 5,553 5,715 5,999

機械収穫率 30.3 32.8 38.1 35.2 40.7 42.7 43.6 44.8 48.8
資料　鹿児島県『さとうきび及び甘しゃ糖生産実績』，沖縄県『さとうきび及び甘しゃ糖生産実績』
（注）　沖縄県の12SYの実績は以下のとおり。
　　　総収穫面積 12,996ha　機械による収穫面積 7,147ha　機械収穫率 55.0％

第3表　さとうきび収穫機械化の推移
（単位　ha，％）

作業名 作業時期 作業方法 作業料金

植付 春・秋植 プランターによる一貫作業
畝立てのみの部分作業

14,040円/10a
4,860円/10a

収穫 12月～ 全面作業（精脱作業含む）
部分作業（本人がトップ除去）

6,804円/トン
4,320円/トン

株出 1～4月 株出専用機 3,780円/10a
株揃え 12～4月 株揃え専用機 2,160円/10a
株出揃 12～4月 株出株揃一貫作業機 5,940円/10a
資料 　公益財団法人種子島農業公社資料から作成

第4表　 種子島における農業公社が実施する農作業料金
 ─さとうきび（2012砂糖年度）─
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（注10） 新井・永田（2002）

（2）　新築整備される含みつ糖工場

近時，含みつ糖工場の新築整備が進んで

いる。

① 11年３月：粟国島（直火式製糖工場を閉

鎖，バガスボイラー方式の新製糖工場新

設，指定管理者制度でJAおきなわが運

営）

② 11年12月：伊江島（04年３月に分みつ糖

工場が閉鎖，村の構想に基づき黒糖工場

を新設，指定管理者はJAおきなわ）

③ 12年３月：小浜島（小浜糖業の施設老朽

化と経営不振により工場新設，指定管理

者はJAおきなわ）

④ 14年１月：波照間島（設備老朽化による

工場新設，指定管理者は波照間製糖）

⑤ 14年12月完成予定：西表島（設備老朽

化による工場新設）

⑥ 15年完成見込み：与那国島（設備老朽

化による工場新設）

⑦ 15年度着工予定：多良間島（設備老朽

化による工場新設）

の新築実績と計画がある。沖縄県は，順次 

の差別化が可能なことから，「砂糖およびで

ん粉の価格調整に関する法律」の支援対象

ではないが，８つの離島の地域経済を支え

る基幹産業であることから11年度までは

「沖縄振興特別措置法」により国・県の予算

で支援をしてきており，12年度以降は新た

に沖縄振興一括交付金が創設されたことか

ら，沖縄県において同交付金を活用した支

援を実施している。13年度の同交付金事業

計画における含みつ糖振興対策交付対象事

業費は1,351百万円であり，このような支援

のもとで，含みつ糖工場へ販売するさとう

きびについての生産者手取りは，分みつ糖

工場へ販売する場合の生産者手取り（原料

代＋甘味資源作物交付金）とほぼ同水準が確

保されている。

面積
（ha）

単収
（kg）

生産量
（トン）※

歩留
（％）

産糖量
（トン）

7SY
8
9
10
11
12

834
802
864
894
889
997

7,437
6,629
7,850
7,137
4,603
5,439

62,021
53,161
67,820
63,803
40,919
54,224

13.44
15.12
14.33
13.07
13.78
14.07

8,334
8,036
9,717
8,339
5,638
7,627

資料 　沖縄県黒砂糖協同組合ホームページ
（注） 　※さとうきびの生産量。

第5表　沖縄黒糖生産実績

栽培農家数
（戸）

収穫面積
（ha）

原料処理量
（トン）

出荷金額
（千円）

1戸当たり平均
収穫面積（a）

1戸当たり平均
販売金額（千円）

伊平屋村
伊江村
粟国
多良間
竹富町
与那国町

58
150
41

269
237
73

95
63
29

298
423
89

2,737
2,969
1,618

21,484
21,784
3,633

50,304
51,865
33,245

463,593
479,055
71,945

163.8
42.0
70.7

110.8
178.5
121.9

867
346
811

1,723
2,021
986

合計 828 997 54,225 1,150,007 120.4 1,389
資料 　沖縄県資料から作成
（注） 　竹富町には，小浜島，波照間島，西表島に含みつ糖工場がある。

第6表　2012砂糖年度の黒糖生産にかかるさとうきび栽培実績と生産農家の現状
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万3,000トン生産）の年間原料処理量が１万

トンを割り（稼働日数20日程度），採算がと

れず，04年３月に閉鎖された。この結果，

05年のさとうきび栽培面積は半減，生産量

も1,525トンまで減少した。その後は，さと

うきびを本島工場へ海上輸送することの認

知が広まったことから生産は回復したが，

海上輸送の将来的な継続性への不安もあり

03年の水準には戻らなかった（第７表）。

葉たばこや花卉は，さとうきびに比べ収

益性は高いが地力収奪型作物で，これらの

作物への依存度が高まれば，有機物の乏し

い伊江島の農地ではいずれ地力が落ち，持

続的な発展が困難になる。その点，さとう

きびは地力維持型の作物であるため，葉た

ばこなどとさとうきびとの輪作体系が確立

されれば，葉たばこの連作障害を防止する

ことができる。

また，さとうきびの搾りかすであるバガ

スは燃料や畜産敷料として使われ，堆肥の

原料にもなる。さらに，きび頭部（梢頭部）

の葉は牛が好んで食べる飼料になるため，

「近代的な製糖施設の整備に取り組んでい

る」（県議会における県知事説明）としてお

り，黒糖工場の近代化は一気に進む。

８つの含みつ糖工場のうち，５工場（伊

平屋，伊江，粟国，竹富町小浜，与那国）が

JAおきなわが運営する工場である。離島農

業の根幹をなすさとうきび生産を維持する

ため地元行政および組合員の要望に応じて

その役割を発揮している，といえよう。そ

の一事例として，伊江島における黒糖工場

新設の経過を以下に紹介する。

（3） 伊江島における黒糖工場新設の

経緯

伊江島では，1980年に８億5,000万円（当

時の農業生産額の５割）あった基幹植物のさ

とうきび生産が，葉たばこや花卉への生産

のシフトにより，83年をピークに年々減少，

04年には8,700万円にまで減少した。

このため，島内で最大の製造業であった

分みつ糖工場（伊江村農協〈02年にJAおきな

わに合併〉が経営，最盛期の原料処理量年間５

01SY 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12

面積（a） 13,298 15,434 15,861 8,169 3,979 11,310 9,472 10,304 10,609 9,013 5,630 6,253
10a当たりの
収量（kg） 5,669 6,244 5,695 5,445 3,833 6,134 8,072 8,037 7,810 6,276 3,373 4,748

生産量（トン） 7,539 9,636 9,033 4,448 1,525 6,937 7,646 8,281 8,286 5,656 1,899 2,969
トン当たりの
価格（円） 19,474 20,456 20,460 19,586 18,861 20,492 22,128 22,773 22,378 22,389 21,533 18,185

生産金額
（千円） 146,815 197,117 184,808 87,125 28,779 142,166 169,189 188,586 185,422 126,630 40,888 53,984

さとうきび
作農家数（戸） 353 330 311 198 128 222 201 188 200 193 160 150

資料 　伊江村資料

第7表　伊江村のさとうきび生産の推移（伊江村）

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp



農林金融2014・9
30 - 580

専業合作社が急速に増加しているが，さと

うきび生産においては組織化が未成熟であ

り，生産農家は製糖事業者に対し十分な交

渉力を持たず，所得水準も低位におかれた

ままである，という。このような中国の現

状と比較しての司偉教授の調査後の感想は，

「政府の国内産糖保護制度と生産者の組織

である農協の役割が大きい」というもので

あった。

わが国の国内産糖は砂糖の価格調整制度

により維持されており，その運営主体であ

る農林水産省および（独）農畜産業振興機

構が最大の役割を担っていることは論をま

たないが，現地において生産者ニーズをく

みとり制度運営の一翼を担う農協の機能発

揮が大きな貢献を果たしていることも重要

な事実である。

例えば，甘味資源作物交付金事務の申請

手続きについてはすべての生産者が農協を

代理人として申請を行っており，農協の収

支面では相当の負担となっているが，制度

の円滑な運営と組合員ニーズに応えるため

欠かせない業務として取り組んでいるので

ある。農協の経済事業収支について論ずる

場合，このような取組みをどう評価するか

を重要な視点として持つ必要があろう。

また，砂糖の価格調整制度は消費者によ

る国際価格との差額負担と財政支出によっ

て支えられているものである。このため，

生産コストの低減のための構造改善への取

組みと不断の合理化努力が求められており，

農協は関連団体とともに，担い手への農地

集積や生産者の組織化による機械化を推進

拡大している繁殖牛経営との耕畜連携作物

としての必要性も高かった。

伊江村は，「農業を核とした様々なバイオ

マス資源が島内で有機的に循環し持続的に

発展可能なバイオマスアイランドを実現す

る」，という「伊江島バイオマスアイランド

構想」を05年３月に策定したが，その実現

のためにもさとうきび生産の量的な確保が

必要であった。このため，伊江村とJAおき

なわの連携により，新たに黒糖工場を新設

し，さとうきび生産の量的な維持を目指す

こととしたのである。

黒糖工場は，伊江村が（沖縄県）北部振

興事業を活用し，総事業費約14億円で工場

を建設，JAおきなわが指定管理者となり運

営するもので，11年12月に完成した。ただ

し，2011砂糖年度は台風による大規模な潮

害に見舞われ，収穫面積・生産量とも大き

く落ち込んだため，計画（年間原料処理量

5,000トン）を下回る結果になった。また，翌

2012砂糖年度も台風・干ばつの影響を受け，

さとうきび生産が低位にとどまったため，

工場の稼働率は計画を下回っている。

5　まとめと若干の考察

本稿は，14年３～５月に当社の短期客員

研究員として来日した中国農業大学の司偉

教授（砂糖政策の研究者）とともに実施した，

沖縄・鹿児島の甘しゃ糖製造とさとうきび

生産についての関係先ヒアリング調査に基

づくものである。

中国では近年，政府の奨励を背景に農民
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そこには，社会的共通資本として農山漁村

をどのように守っていくか，岐路に立つ農

林水産政策にかかる国民的議論に示唆する

ものが多くある，と思われる。
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（おかやま　のぶお）

し生産の効率化にも取り組んでいる。

一方で，コスト削減によって国際競争に

対応していくには自ずと限界があることも

確かであり，さとうきび生産から他の作目

への転換を検討すべきとの見方もある。し

かし，伊江島でみられるように，複合経営

においてもさとうきび生産の重要性は変わ

らず，さらに，条件不利地でさとうきびに

代替する作目が見当たらないことを勘案す

れば，地域経済の基盤としてのさとうきび

生産と製糖事業をコスト削減努力を続けな

がら維持するほか選択肢はない，と考える

のが妥当である。

甘しゃ糖生産とその制度運営は，全国の

条件不利地域における農林水産業と関連産

業の維持についてどのように考えるか，の

先行事例として位置付けることができる。
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